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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第40期

第３四半期連結
累計期間

第41期
第３四半期連結
累計期間

第40期
第３四半期連結
会計期間

第41期
第３四半期連結
会計期間

第40期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

完成工事高 (百万円) 58,732 52,614 21,989 19,552 92,864

経常利益
又は経常損失(△)

(百万円) 321 △80 468 547 2,550

四半期(当期)純利益
又は純損失(△)

(百万円) △337 △276 △112 311 △368

純資産額 (百万円) ― ― 25,997 26,485 26,028

総資産額 (百万円) ― ― 69,273 60,194 64,938

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,029.351,048.821,030.63

１株当たり四半期(当期)
純利益又は純損失(△)

(円) △13.36 △10.94 △4.45 12.33 △14.58

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 37.5 44.0 40.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,550 1,870 ― ― 3,707

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,117 △1,466 ― ― △641

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,107 1,163 ― ― △2,069

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 5,406 5,529 3,976

従業員数 (名) ― ― 1,226 1,223 1,218

(注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。

     ３ 第40期第３四半期連結累計期間、第41期第３四半期連結累計期間、第40期第３四半期連結会計期間および第

　40期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株当たり四半期(当期)純損失を計上し　　

　ており、また、潜在株式がないため記載しておりません。第41期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後

　１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社ならびに子会社３社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 1,223

(注) １　従業員数は就業人員数であります。

２　従業員数には契約社員、出向受入者を含み、執行役員、相談役、顧問は含んでおりません。なお、執行役員（専

任）は18名、相談役は1名、常勤顧問は2名であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 966

(注) １　従業員数は就業人員数であります。

２　従業員数には契約社員、出向受入者を含み、執行役員、相談役、顧問は含んでおりません。なお、執行役員（専

任）は18名、相談役、常勤顧問は各1名であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループが営んでいる空調工事業では生産実績を定義することが困難であり、請負形態をとっている

ため販売実績という定義は実態に即しておりません。

　よって、受注及び販売状況については、「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」にお

いて記載しております。

　なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。
　
①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高
　

期別 工事別
期首繰越
工事高
(百万円)

期中受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高
（百万円）

期末繰越
工事高
（百万円）

前第３四半期累計期間
(自平成20年４月１日
  至平成20年12月31日)

一般空調 42,28166,441108,72352,05156,671

原子力施設
空調

2,646 4,974 7,621 3,663 3,957

計 44,92871,416116,34455,71560,629

当第３四半期累計期間
(自平成21年４月１日
  至平成21年12月31日)

一般空調 38,52745,21483,74141,94141,800

原子力施設
空調

2,984 8,304 11,289 7,573 3,716

計 41,51253,51995,03149,51445,516

前事業年度
(自平成20年４月１日
　至平成21年３月31日)

一般空調 42,28175,779118,06179,53438,527

原子力施設
空調

2,646 8,539 11,186 8,201 2,984

計 44,92884,319129,24787,73541,512

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減があるものについては、期中受注工事高にその
増減額を含めております。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２　期末繰越工事高は、（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致します。
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②　受注工事高
　

期別 区分

国内 海外 合計
(B)

(百万円)官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

(A)
(百万円)

(A)/(B)
(％)

前第３四半期会計期間
(自平成20年10月１日
　至平成20年12月31日)

一般空調 682 18,692△791 ─ 18,583

原子力施設空調 6 1,561 ─ ─ 1,567

計 689 20,254△791 ─ 20,151

当第３四半期会計期間
(自平成21年10月１日
　至平成21年12月31日)

一般空調 3,32010,879 367 2.5 14,567

原子力施設空調 12 5,129 ─ ─ 5,142

計 3,33216,009 367 1.9 19,709

(注) 受注工事高のうち主なものは、次のとおりであります。

　　 前第３四半期会計期間　請負金額10億円以上の主なもの

㈱東芝 東芝本社ビル空調改修工事

清水建設㈱ 新横浜野村ビル

　　 当第３四半期会計期間　請負金額10億円以上の主なもの

三井物産プラントシステム㈱ Ｋ－３Ｒ　主排気ダクト修理

㈱ジェイアール西日本テクノス 大阪駅新北ビル専門店テナント工事

鹿島建設㈱他共同企業体 （仮称）三井住友海上神田駿河台三丁目計画新館新築工事

　

③　完成工事高
　

期別 区分

国内 海外 合計
(B)

(百万円)官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

(A)
(百万円)

(A)/(B)
(％)

前第３四半期会計期間
(自平成20年10月１日
　至平成20年12月31日)

一般空調 1,43317,0681,251 6.3 19,752

原子力施設空調 95 1,313 ─ ─ 1,408

計 1,52818,3811,251 5.9 21,161

当第３四半期会計期間
(自平成21年10月１日
　至平成21年12月31日)

一般空調 2,03111,002 770 5.6 13,804

原子力施設空調 75 4,507 ─ ─ 4,583

計 2,10615,510 770 4.2 18,387

(注) １　海外工事の地域別割合は、次のとおりであります。

地域 前第３四半期会計期間(％) 当第３四半期会計期間(％)

アジア 72.9 98.4

中東 27.1 1.6

計 100.0 100.0

２　完成工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりであります。

前第３四半期会計期間 ㈱東芝 四日市工場２４０棟第４期機械設備工事

　 三菱ＵＦＪリース㈱ アスモ㈱本社工場　省エネルギー設備工事

当第３四半期会計期間 清水建設㈱ 新横浜野村ビル

３　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先およびその割合は、次のとおりであります。

前第３四半期会計期間 ㈱東芝 3,411百万円 16.1％

　 鹿島建設㈱ 2,980百万円 14.1％

当第３四半期会計期間 三井物産プラントシステム㈱ 3,773百万円 20.5％

　 鹿島建設㈱ 1,967百万円 10.7％
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④　手持工事高（平成21年12月31日現在）
　

区分

国内 海外 合計
(B)

(百万円)官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

(A)
(百万円)

(A)/(B)
(％)

一般空調 11,91828,1131,768 4.2 41,800

原子力施設空調 304 3,411 ─ ─ 3,716

計 12,22231,5251,768 3.9 45,516

(注)　手持工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりであります。

鹿島・大成建設共同企業体 （仮称）三越銀座店　新館共同ビル建築工事 平成22年７月完成予定

清水・銭高共同企業体 （仮称）室町東地区開発計画２－２街区新築工事 平成22年９月完成予定

三井住友建設㈱ 千葉工業大学津田沼校舎新２号棟新築工事 平成23年３月完成予定

㈱東芝 東芝本社ビル空調改修工事 平成26年３月完成予定

川崎市 井田病院改築空気調和設備工事 平成26年３月完成予定

　
　

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針および見積り

　当社グループの四半期連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基

づき作成されております。この四半期連結財務諸表の作成に当たり、一定の会計基準の範囲内で見積りが

行われている部分があり、資産・負債や収益・費用の数値に反映されております。貸倒引当金、工事進行

基準適用工事の予定利益率等に関する見積りおよび判断について、継続して評価し、過去の実績や状況に

応じて見直しを行っておりますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果は異なる場合がありま

す。

　

(2) 経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策の効果やアジアを中心とした輸出の

増加により、景気の悪化に下げ止まりの動きが見られましたが、自律回復には至らず、海外景気下振れの

影響による企業収益の減少と、雇用情勢の悪化に加え、デフレの影響など、総じて厳しい状況で推移いた

しました。

　建設業界におきましても、民間設備投資の大幅減少や、公共投資の低調な推移により、依然として厳しい

事業環境が続いております。

　こうした環境の中で、当第３四半期連結会計期間における連結業績につきましては、売上高195億5千2百

万円（前年同四半期比11.1％減）、営業利益4億4千5百万円（前年同四半期比24.7％減）、経常利益5億4

千7百万円（前年同四半期比16.9％増）、四半期純利益3億1千1百万円（前年同期　四半期純損失1億1千2

百万円）となり、また、受注高につきましては、204億6千1百万円（前年同四半期比2.2％減）となりまし

た。 

　なお、当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、期末に完成する工事割合が大きく、一方で、販

売費及び一般管理費はほぼ均等に発生するため、利益が期末に偏るという季節的変動があります。 
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(3) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、601億9千4百万円となり、前連結会計年度末に比べ47

億4千4百万円減少しております。主な要因は、受取手形・完成工事未収入金の減少86億6千6百万円であり

ます。 

　負債は、337億9百万円となり、前連結会計年度末に比べ52億円減少しております。主な要因は、支払手形

・工事未払金の減少67億7千2百万円であります。 

　純資産は、264億8千5百万円となり、前連結会計年度末に比べ4億5千6百万円増加しております。主な要因

は、その他有価証券評価差額金の増加11億2千5百万円であります。 

 

(4) キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の増加が売上債権の増加を2億4千7百万円上回ったこ

と等により、6億5千7百万円となり、前年同四半期連結会計期間の27億8百万円と比較すると20億5千1百万

円の減少となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得による支出1億1千2百万円等により、マイナ

ス1億円となり、前年同四半期連結会計期間のマイナス3億9千4百万円と比較すると2億9千3百万円の増加

となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加額11億2千6百万円、配当金の支払いによる

支出1億8千9百万円等により、8億4千8百万円となり、前年同四半期連結会計期間の2億4千4百万円と比較

すると6億4百万円の増加となりました。  

　これにより当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、55億2千9百万円となり、前年

同四半期連結会計期間の54億6百万円と比較すると1億2千2百万円の増加となりました。

 

(5) 事業上および財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更

および新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

当社は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、平成19年６月22日開

催の第38回定時株主総会において、株主の皆様の承認を受け、当社株式の大量取得行為に関する対応策

（以下「本プラン」といいます。）を導入いたしました。 

1) 本プランの概要 

本プランは、当社株式に対する買付等が行われる場合の手続きを明確にし、株主の皆様が適切な判

断をするために必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者等との交渉の機会を確保する

ことにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としております。

　本プランは、当社の発行済株式総数の20％以上となる株式の買付または公開買付を実施しようとす

る買付者等には、必要な情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。当社取締役会は、独立性

の高い３名以上の社外監査役および社外有識者（弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者および取締

役として経験のある社外者またはこれに準ずる者）で構成する独立委員会を設置し、独立委員会は、

独立した外部専門家（弁護士、税理士、公認会計士、ファイナンシャルアドバイザーおよびコンサルタ

ント等）の助言を得たうえ、買付内容の評価検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買付者等と

の交渉、株主の皆様に対する情報開示を行います。買付者等が、本プランに定めた手続きを順守しな

かった場合や当社の企業価値・株主共同の利益に対する著しい侵害をもたらすおそれのある買付等

であると独立委員会が判断した場合は、対抗措置の発動（買付者等による権利行使は認められないと

の行使条件を付した新株予約権の無償割当の実施）を勧告します。 

2) 当社取締役会の判断およびその判断に係る理由 

当社取締役会は、本プランの設計に関し、以下の事項を考慮し、織り込むことにより、本プランが基

本方針に従い、当社の企業価値・株主共同の利益に沿うものであり、当社役員の地位の維持を目的と

するものではないと判断しております。 

① 株主意思の反映 
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本プランは、平成19年６月22日開催の第38回定時株主総会において株主の皆様から承認され、導入

しております。本プランの有効期間は３年間ですが、当社取締役の任期は１年であることから、取締

役の選任を通じて株主の皆様の意思を反映させることが可能であります。 

② 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

当社取締役会は、本プランの導入にあたり、取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、

本プランの発動および廃止等の運用に際し、実質的な判断を客観的に行う機関として独立委員会を

設置いたしました。独立委員会は、当社社外監査役および独立委員会規程に定める要件を満たす社外

有識者から当社取締役会が選任した者で構成されております。

　実際に当社に買付等がなされた場合には、独立委員会が独立委員会規程に基づいて、当該買付等が

当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するか否か等の実質的判断を行い、当社取締役会はその判

断を最大限尊重して、会社法上の決議を行うこととしております。独立委員会によって、当社取締役

会の恣意的行動を厳しく監視するとともに、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をす

ることとしており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な運営

が行われる仕組みを確保しております。 

③ 合理的な客観的発動要件の設定 

本プランは、あらかじめ定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されな

いように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保してお

ります。 

④ 独立した外部専門家の意見の取得 

独立委員会は、当社の費用で独立した外部専門家（弁護士、税理士、公認会計士、ファイナンシャル

アドバイザーおよびコンサルタント等）の助言を得ることができ、独立委員会の判断の公正さ、客観

性がより強く担保されております。 
　

なお、買収防衛策の詳細につきましては、当社ウェブサイトをご参照ください。 

　http://www.snk.co.jp/ir/kaiji_etc.html

　

(6) 研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は100百万円であります。なお、研究開発活動の状況に重

要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　

設備の新設および除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 84,252,100

計 84,252,100

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 25,282,225 25,282,225
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であり
ます。

計 25,282,225 25,282,225 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年12月31日 ― 25,282 ― 5,158 ― 6,887

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しております。
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① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
  普通株式   　　27,400

― ―

完全議決権株式(その他) 　普通株式　 25,169,300　　　　　　　　251,693 ―

単元未満株式 　普通株式　 　  85,525 ― ―

発行済株式総数 　　　　　　 25,282,225 ― ―

総株主の議決権 ― 　　　　　　　　251,693 ―

(注) １　株式会社証券保管振替機構名義の株式が「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に22,300株（議決権223

個）、「単元未満株式」欄の普通株式に80株それぞれ含まれております。 

２　当社所有の自己株式が「単元未満株式」欄の普通株式に52株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
  新日本空調株式会社

　東京都中央区日本橋
　浜町２－31－１

27,400 ― 27,400 0.1

計 ― 27,400 ― 27,400 0.1

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 795 778 749 743 719 672 654 640 599

最低(円) 686 709 696 650 658 595 590 552 559

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　役職の異動

新役名および職名 旧役名および職名 氏名 異動年月日

　代表取締役社長
　専務取締役　専務執行役員　
  都市施設・リニューアル事業本部長

髙 橋　　薫 平成22年２月12日

　取締役 　代表取締役社長 岡 本 隆 裕 平成22年２月12日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)および前第３四半期連

結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)および当第３四半期連結累計期

間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)および前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、当第３四半

期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)および当第３四半期連結累計期間(平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツ

により四半期レビューを受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年

７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなっております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,670 4,016

受取手形・完成工事未収入金 ※４
 26,494 35,160

有価証券 500 －

未成工事支出金 ※３
 2,791 2,974

その他のたな卸資産 ※１
 14

※１
 14

繰延税金資産 1,769 1,546

その他 1,986 1,636

貸倒引当金 △254 △279

流動資産合計 38,971 45,069

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 2,518 2,629

その他（純額） 1,024 930

有形固定資産計 ※２
 3,542

※２
 3,560

無形固定資産 401 404

投資その他の資産

投資有価証券 14,037 11,853

繰延税金資産 362 1,081

その他 3,945 4,060

貸倒引当金 △1,068 △1,091

投資その他の資産計 17,277 15,903

固定資産合計 21,222 19,868

資産合計 60,194 64,938
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 ※４
 20,077 26,849

短期借入金 6,797 4,769

未払法人税等 61 174

未成工事受入金 1,937 906

工事損失引当金 ※３
 600 187

引当金 123 142

その他 1,820 2,627

流動負債合計 31,417 35,658

固定負債

長期借入金 375 900

退職給付引当金 1,444 1,568

引当金 － 33

その他 472 749

固定負債合計 2,291 3,251

負債合計 33,709 38,909

純資産の部

株主資本

資本金 5,158 5,158

資本剰余金 6,887 6,887

利益剰余金 13,071 13,726

自己株式 △19 △17

株主資本合計 25,098 25,755

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,462 337

為替換算調整勘定 △76 △64

評価・換算差額等合計 1,386 273

純資産合計 26,485 26,028

負債純資産合計 60,194 64,938

EDINET提出書類

新日本空調株式会社(E00227)

四半期報告書

14/27



(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

完成工事高 58,732 52,614

完成工事原価 53,471 48,172

完成工事総利益 5,260 4,441

販売費及び一般管理費 ※１
 4,938

※１
 4,757

営業利益又は営業損失（△） 322 △316

営業外収益

受取利息 76 79

受取配当金 175 134

為替差益 － 15

その他 85 49

営業外収益合計 337 279

営業外費用

支払利息 89 40

為替差損 210 －

その他 37 3

営業外費用合計 337 44

経常利益又は経常損失（△） 321 △80

特別利益

貸倒引当金戻入額 222 46

その他 － 7

特別利益合計 222 53

特別損失

固定資産売却損 4 0

固定資産除却損 5 1

投資有価証券評価損 545 274

減損損失 ※３
 21 －

退職給付制度改定損 218 －

その他 1 3

特別損失合計 797 280

税金等調整前四半期純損失（△） △252 △307

法人税、住民税及び事業税 86 94

過年度法人税等 170 －

法人税等調整額 △171 △126

法人税等合計 85 △31

四半期純損失（△） △337 △276
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

完成工事高 21,989 19,552

完成工事原価 19,744 17,518

完成工事総利益 2,244 2,033

販売費及び一般管理費 ※１
 1,652

※１
 1,587

営業利益 592 445

営業外収益

受取利息 15 31

受取配当金 66 60

為替差益 － 2

その他 39 21

営業外収益合計 120 116

営業外費用

支払利息 31 13

為替差損 187 －

その他 25 1

営業外費用合計 244 14

経常利益 468 547

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 79

その他 － 7

特別利益合計 － 86

特別損失

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 1 0

投資有価証券評価損 494 2

その他 0 －

特別損失合計 496 2

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△27 631

法人税、住民税及び事業税 15 48

過年度法人税等 170 －

法人税等調整額 △101 272

法人税等合計 84 320

四半期純利益又は四半期純損失（△） △112 311
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △252 △307

減価償却費 348 293

減損損失 21 －

固定資産売却損益（△は益） 4 0

固定資産除却損 5 1

投資有価証券評価損益（△は益） 545 274

貸倒引当金の増減額（△は減少） △263 △48

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,089 △124

工事損失引当金の増減額（△は減少） 78 413

受取利息及び受取配当金 △251 △214

支払利息 89 40

為替差損益（△は益） △123 △68

売上債権の増減額（△は増加） 17,888 8,697

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,601 186

仕入債務の増減額（△は減少） △11,071 △6,774

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,347 1,031

未払消費税等の増減額（△は減少） － △387

その他 323 △1,652

小計 5,998 1,361

利息及び配当金の受取額 260 188

利息の支払額 △84 △38

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,623 359

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,550 1,870

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △100

有価証券の取得による支出 △188 △500

有価証券の売却による収入 573 －

有形固定資産の取得による支出 △248 △139

無形固定資産の取得による支出 △103 △112

固定資産の売却による収入 58 11

投資有価証券の取得による支出 △1,363 △710

投資有価証券の売却による収入 522 －

その他 △367 85

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,117 △1,466

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △486 1,801

長期借入金の返済による支出 △240 △225

リース債務の返済による支出 － △32

自己株式の取得による支出 △2 △1

配当金の支払額 △378 △378

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,107 1,163

現金及び現金同等物に係る換算差額 △31 △14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,293 1,553

現金及び現金同等物の期首残高 3,112 3,976

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,406

※
 5,529
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

 
(完成工事高および完成工事原価の計上基準の変更)

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工

期が１年未満または請負金額が1千万円未満について

は工事完成基準を、その他の工事については工事進行

基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）

および「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）

を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連

結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連

結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につ

いては工事完成基準を適用しております。

これにより、完成工事高は4,944百万円増加し、営業損

失、経常損失および税金等調整前四半期純損失は532

百万円それぞれ減少しております。

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

 
当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連

結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと

認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を

使用して貸倒見積高を算定しております。

２　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減

算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結

会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結

会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　その他のたな卸資産の内訳

材料貯蔵品 1百万円

その他貯蔵品 12百万円

合計 14百万円

※２　有形固定資産減価償却累計額

　 4,411百万円

※３　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで

表示しております。

当該工事損失引当金に対応する当該未成工事支出

金の金額は243百万円であります。

※４　四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当第３四半期連結会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の満期手形が第３

四半期連結会計期間末日の残高に含まれておりま

す。

受取手形 17百万円

支払手形 265百万円

※１　その他のたな卸資産の内訳

材料貯蔵品 4百万円

その他貯蔵品 9百万円

合計 14百万円

※２　有形固定資産減価償却累計額

　 4,291百万円

　　　　　　　──────────

 

 

　　　　　　　──────────
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
 至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
 至  平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金

額は次のとおりであります。

従業員給料手当 2,013百万円

退職給付費用 143百万円

地代家賃 505百万円

　２　当社グループの完成工事高は、通常の営業の形態と

して、第４四半期に完成する工事の割合が大きい

ため、連結会計年度の各四半期の完成工事高の間

に著しい相違があり、各四半期の業績に季節的変

動があります。

※３　当社グループは、以下の資産について減損損失を計

上しております。

場所 用途 種類 金額

北海道
札幌市

賃貸用資産 建物、土地 21百万円

当社は、事業用資産については管理会計上の区分

（支店等）ごとに、遊休資産および賃貸用資産に

ついては個別の物件ごとに、また、連結子会社につ

いては会社単位でグルーピングを行っておりま

す。その結果、賃料相場の低迷および継続的な地価

の下落により収益性が著しく低下した賃貸用資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失21百万円（建物13百万円、土地7百万

円）として特別損失に計上しております。なお、当

該資産の回収可能価額は正味売却価額としてお

り、重要性があるものについては不動産鑑定基準

に基づく鑑定評価額等に合理的な調整を行って算

出した金額を採用しております。

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金

額は次のとおりであります。

従業員給料手当 1,969百万円

退職給付費用 137百万円

地代家賃 516百万円

　２　　　　　　　　　同左

 

 

 

　　　　　　　──────────

 

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
 至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
 至  平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金

額は次のとおりであります。

従業員給料手当 685百万円

退職給付費用 48百万円

地代家賃 168百万円

　２　当社グループの完成工事高は、通常の営業の形態と

して、第４四半期に完成する工事の割合が大きい

ため、連結会計年度の各四半期の完成工事高の間

に著しい相違があり、各四半期の業績に季節的変

動があります。

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金

額は次のとおりであります。

従業員給料手当 635百万円

退職給付費用 47百万円

地代家賃 169百万円

　２　　　　　　　　　同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
 至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
 至  平成21年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金 5,449百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △42百万円

現金及び現金同等物 5,406百万円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金 5,670百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △140百万円

現金及び現金同等物 5,529百万円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)および当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１

日  至  平成21年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 25,282

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 30

　

　

３  新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 189 7.50平成21年３月31日 平成21年６月25日

平成21年11月６日
取締役会

普通株式 利益剰余金 189 7.50平成21年９月30日 平成21年12月７日

　

(2) 基準日が当第３四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)および当第３四半期連結会

計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４

月１日 至 平成20年12月31日)および当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12

月31日)

　
　　　空調工事業単一セグメントであり、記載を省略しております。
　

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)および当第３四半期連結会

計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４

月１日 至 平成20年12月31日)および当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12

月31日)

　
　全セグメントの売上高に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。
　

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)および当第３四半期連結会

計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４

月１日 至 平成20年12月31日)および当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12

月31日)

　
　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 1,048.82円
　

　 　

　 1,030.63円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 26,485 26,028

普通株式に係る純資産額(百万円) 26,485 26,028

差額の主な内訳(百万円) ─ ─

普通株式の発行済株式数(千株) 25,282 25,282

普通株式の自己株式数(千株) 30 26

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 25,252 25,255

　

２  １株当たり四半期純利益金額等及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失 13.36円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─
　

１株当たり四半期純損失 10.94円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失を計上しており、また、

   潜在株式がないため記載しておりません。

　　 ２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 337 276

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 337 276

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,257 25,254
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第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失 4.45円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─
　

１株当たり四半期純利益 12.33円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─
　

(注) １．前第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純

　 損失を計上しており、また、潜在株式がないため記載しておりません。当第３四半期連結会計期間の潜

   在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

　　 ２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△)の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の
四半期純利益又は四半期純損失(△)(百万円)

△112 311

普通株式に係る
四半期純利益又は四半期純損失(△)(百万円)

△112 311

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,256 25,254

　

(重要な後発事象)

　

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

第41期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）中間配当については、平成21年11月６日開催の

取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主または登録株式質権者に対し、次

のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　中間配当金の総額 189百万円

②　１株当たり中間配当金 ７円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月６日

新日本空調株式会社

取締役会  御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　勝　　又　　三　　郎　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　　原　　　　　敏　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日

本空調株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本空調株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

　報告書提出会社)が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月３日

新日本空調株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　勝　　又　　三　　郎　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　　原　　　　　敏　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日

本空調株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本空調株式会社及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半

期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」が適用さ

れることとなるため、この会計基準により四半期連結財務諸表を作成している。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

※２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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